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年次 日次 主な動き(国/地方自治体） コミニュティ研究会

6月15日 住宅宿泊事業法施行/改正旅館業法施行
3月15日 住宅宿泊事業法届出受付開始 セミナー３回目（本日）
3月1日 民泊ポータルサイト/民泊コールセンター開設
2月2日 東京都住宅宿泊事業ガイドライン公表

1月～3月 地方自治体での住宅宿泊事業条例制定の動き
12月26日 住宅宿泊事業法施行要領（ガイドライン）発表
12月15日 改正旅館業法公布
12月11日 新宿区住宅宿泊事業条例成立（住居専用地域での平日禁止等）
11月1日 東京都マンション管理士会「民泊ヘルプライン」で電話相談開始
10月27日 特区民泊の管理規約上の取り扱いに関する事務連絡
10月27日 住宅宿泊事業法施行規則制定
9月21日 住宅宿泊事業法施行令（2018年6月15日に施行決定）
8月29日 標準管理規約改正(民泊禁止と容認の規約公表）

6/19～7/18 標準管理規約パブリックコメント（国土交通省）
6月16日 住宅宿泊事業法公布
11月11日 「特区民泊に関する管理組合等への情報提供」（特区民泊規約）

11月 厚生労働省民泊実態調査公表（民泊に関する初の全国的調査）
10月26日 新宿区民泊問題対応検討会開催（全５回）
9月9日 特区民泊最低宿泊数日数6泊7日から2泊3日へ改定 セミナー２回目（10/20)

9月 日本マンション学会「改良版標準管理規約」公表
6月20日 民泊サービスのあり方検討会最終報告（国交省/厚労省）
5月13日 規制改革会議答申（新法での上限180日）
4月1日 旅館業法施行令改正（簡易宿所面積要件緩和、ﾌﾛﾝﾄ設置不要）
3月14日 国土交通省マンション標準管理規約公表
1月29日 東京都大田区特区民泊条例施行（特区民泊受付開始） セミナー１回目(2/25)

2015 11月27日 第１回民泊サービスのあり方検討会（国交省/厚労省：全13回開催）
～ 違法民泊の蔓延によるトラブルの多発
2013 4月 国家戦略特区の決定
～ 旅館業法によらない違法民泊の急増
2008 airbnbによる日本での民泊サービス開始

2018

2017

2016

民泊って何？ マンションで何が
起っているの？

民泊ってマンションに問題では？
管理組合は、どうすればよいの？

いよいよ民泊解禁？
これから先どうなるの？

民泊の変遷



◆「管理組合民泊対応

状況調査」

マンション管理業協会調べ

受託管理組合数：95,073

回答管理組合数：87,352

回答率 ：91.9% 

調査基準日 ：2018年2月4日

管理組合での民泊への対応方針
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未対応, 
19.1

規約で禁

止, 44.6

総会理事会

決議で禁

止, 35.9

民泊容認, 
0.3

未対応 規約で禁止 総会理事会決議で禁止 民泊容認

日本の今と民泊の現状
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訪日外国人旅行者数推移

系列 1 系列 2

急増する海外からの旅行者
万人

５年連続過去最多で

民泊需要拡大中！

２０２０年 ４，０００万人
２０３０年 ６，０００万人
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２０１４年 １３４１万人

２０１５年 １９０３万人

２０１６年 ２４０３万人

２０１７年２８６９万人

47％増

22％増

19％増日本政府観光局



「airbnb」ＷＥＢサイトより 6

郊外エリア民泊浸透の実態 上野・御徒町周辺



ついにバラバラ

殺人事件発生

（2018年2月逮捕）

民泊に関わる事件発生！

7

スーツケースの中から女性の頭部が
見つかった民泊施設＝２日午後、
大阪市西成区 (ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ情報より）

日本経済新聞、読売新聞、日刊スポーツ



●民泊で遺体発見、殺人事件か【世田谷区】（2018年3月）

●民泊室内で覚せい剤製造【大田・港区】（2018年3月逮捕）

●民泊でボヤ事件【京都：東山区】（2018年3月）

●覚せい剤密輸の送り先に民泊を指定（2017年6月逮捕）

●民泊を拠点に空き巣を繰り返した事件（2017年9月送検）

●民泊事業者が宿泊した韓国人女性へ暴行（2017年7月）

●民泊事業者が宿泊者を浴室カメラで盗撮（2014年逮捕）

●テロリストは大丈夫・・・？

ほかにもある民泊での様々な事件・犯罪

8



・居住者の無関心

・誰でも簡単に宿泊できる（インターネットで申し込み）

・入退去の煩わしい手続き不要

・フロントでの対面なし（セルフチェックイン）

・防犯カメラは共用部分の一部のみ監視

なぜ民泊で事件が起きるのか・・・？

続発する事件で犯罪の温床化が見えてきた
9

緩い監視体制が犯罪を呼び込みやすい！



●都市部のホテル不足

●民泊としての使用（大半が違法）

●居住者とのトラブル発生

※騒音、ゴミ出し、マナー違反、不審者の宿泊、不安

現状

受け入れ体制確保と管理体制強化が必要

許可
2%

無許可
33%

物件特定不

可
65%

違法民泊の実態

許可 無許可 物件特定不可

厚生労働省民泊実態調査2016年11月

新たな法律を作ることになった！

10



●年間営業日数１８０日 （条例で営業日数、時期の制限可）

●住居専用地域でも営業を認める。

●家主居住型➡届出制（宿泊名簿作成、苦情・トラブル対応）

●家主不在型➡登録制（国交省へ登録した管理会社が管理）

●ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ仲介業者を観光庁に登録（利用者へ契約説明義務）

住宅宿泊事業法案（概要）

11



住宅宿泊事業法で改善が期待される点

・報告徴収/立入検査：問題発生時に立入調査権限あり【17条】

・業務改善命令：業務の方法・運営の改善を命じる【15条】

・業務停止命令：改善命令に違反で１年以内【16条】

・事業廃止命令：他の方法で目的達成できない場合【16条】

12

段階を追って厳しい対応が可能になる



住宅宿泊事業法で民泊への不安は解消できる？

・知事へ定期的な報告せず
・検査の拒否・妨害・忌避
・質問への非回答
・虚偽の答弁

３０万円以下
の罰金
【76条5項】

違
反
の
場
合

罰則付きの義務化

●宿泊日数の定期的報告義務

13



都
道
府
県

知
事

違法民泊事業者への処分は・・・？

業務改善命令

業務停止命令
※１年以内の全部
または一部業務停止

住宅宿泊事業
廃止命令

虚偽の届出

住宅宿泊事業者

３０万円以下の罰金【76条】

６か月以下の懲役又は
100万円以下の罰金

（又は併科）【73条】

６か月以下の懲役又は

100万円以下の罰金【73条】

命
令
に
違
反
の
場
合

罰則

住宅宿泊管理業者、
仲介業者にも罰則

14



１８０日を超過した後の利用法（二毛作民泊）

15

既に強かな営業戦術が用意されている！

二毛作民泊とは、2018年に施行される予定の「民泊新法」におい
て、民泊の年間営業日数が180日に制限されることに伴い、物件を
180日間は民泊サイトで利用し、残りの180日間は短期間の賃貸
物件として運用するモデルを表す言葉として使われています。
Airbnb、Agodaなどの民泊サイトの他、マンスリー賃貸サイトへの
物件掲載によって集客運用することで高収益化を見込むことがで
きるとして注目されています。 民泊サイト：MinpakuＢＩＺ 用語集より



●営業日数上限180日に制限することで本当に解消するの？

他の仲介サイトを
利用したらどうなるの？

180日超の利用者だけがお行儀が悪いの？

180日超過分をマンスリー、ウィークリーで貸出したら？

180日超過して募集はできるの？ airbnbでは非表示

居住者の民泊への不安は変わらない！

住宅宿泊事業法で民泊への不安は解消できる？

違法

16



民泊の何が問題なの…？

宿泊行為

騒音

ゴミ出し

共用部分独占使用

騒音

共用部分独占使用ゴミ出し

宿泊行為

渋谷区「民泊に関
する苦情」調査より圧倒的に多いのは…

17

見知らぬ外国人の出入りなど心理的不安！



民泊問題の根本的解決は・・・？

表面的な問題は新法で対応可能だが

日々入れ替わる宿泊者への不審、不安感など

心理的な問題への対応は難しい！

18

宿泊目的での使用による不安の解消には

民泊を禁止するしかない！

騒音/ゴミ出し
/共用施設
独占使用・・・



管理規約で民泊の可否を明確化すべし！

19

住宅宿泊事業法施行規則（4条第3項13号）で規定

届出の際に必要な項目として

「規約に住宅宿泊事業を営むことを禁止する旨の
定めがない旨」

※専有部分の用途に関する規約（標準管理規約12条）

禁止するならば規約改定は必須！

管理理組合としての対応は・・・



20

禁止するのは「住宅宿泊事業法民泊」だけですか？

標
準
管
理
規
約
改
正

平
成
２
９
年
８
月
２
９
日



民泊の種類
制度 根拠 営業日数制限 エリア制限 その他

簡易宿所
「民泊」

旅館業法 無制限 住居専用地域
不可

煩雑な届出/

条例によりﾌﾛﾝﾄ
規制あり

特区民泊 国家戦略
特区法

無制限
※2泊3日以上

制限なし 特区法制改定
が進行中

新法による
民泊

住宅宿泊
事業法

上限180日
以内/1日単位

制限なし 表示義務/

施設管理者登録
等規制強化

ヤミ民泊 なし
（違法）

無届での営業

21

管理組合はどの民泊にも対応しなければならない！



法律によって異なる民泊区分

22

パターン １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８

住宅宿泊事業法 ○ ○ ○ ○ × × × ×

旅館業法(簡易宿所) ○ ○ × × ○ ○ × ×

特区法民泊 ○ × ○ × ○ × ○ ×

法律は
違っても、
宿泊に来
るゲストは
同じ人様々なパターンがあっても必要なことは

民泊を禁止すること



民泊禁止の主旨で考えると

全ての民泊禁止を基本にしないと不十分では？
23

コメントでは
なく、禁止
の場合は

本文に記載
するべき
では・・・？



民泊を禁止する場合の規約

第12条区分所有者は、その
専有部分を専ら住宅として使
用するものとし、他の用途に
供してはならない。
２ 区分所有者は、その専有
部分を住宅宿泊事業法第３
条第１項の届出を行って営む
同法第２条第３項の住宅宿泊
事業に使用してはならない。

第12条区分所有者は、その専有
部分を専ら住宅として使用するも
のとし、他の用途に供してはなら
ない。
２ 区分所有者は、その専有部分
を宿泊料を受けて人を宿泊させ
る事業に使用してはならない。

標準管理規約 あるべき案

新法のみを対象にした禁止案

全てのタイプの民泊を

明確に禁止する！

24



民泊を禁止する場合の規約

３ 区分所有者は前２項に違反する用途で使用することを
内容とする広告掲載その他募集又は勧誘を行ってはなら
ない。

民泊に伴い発生する行為も明確に禁止！

(専有部分の用途）
第12条
区分所有者は、その専有部分を専ら住宅として使用する
ものとし、他の用途に供してはならない。
２ 区分所有者は、その専有部分を宿泊料を受けて人を
宿泊させる事業に使用してはならない。

あるべき案

追加

25



規約で民泊を禁止しないとどうなる・・・？

原始規約で認めていた事務所利用。以来長年、住居部分の事務所
としての利用を許容していた後に管理規約で、事務所使用を禁止し
た管理組合は敗訴。(東京地裁平成4年3月13日)

民泊を排除できなくなる可能性が高い！

26

民泊禁止規約の改定は必須要件！

一部の区分所有者の権利に特別の影響を及ぼす
べきときは、その承諾を得なければならない

【区分所有法３１条】



標準管理規約以外の規約は有効・・・？

既に民泊禁止規約になっていればそのままＯＫ！

Ａ：規約で住宅宿泊事業を営むことを禁止する旨の定め
とは「住宅宿泊事業を禁止する場合のほか、
『宿泊料を受けて人を宿泊させる事業』のように
住宅宿泊事業を包含する事業を禁止する場合を含む。

ガイドライン（規則4条3項13号）

27

Ｑ：「住宅宿泊事業法」と明記しなくてもよいですか？



管理規約改定後の対応

①規約で民泊禁止【必須】

②禁止掲示と通知（組合員、賃借人など関係者）

③賃貸時の誓約書運用の徹底

④管理会社と連携

⑤重要事項報告書へ記載

⑥規約＋専有部分使用細則

⑦規約＋専有部分使用細則＋ｹﾞｽﾄﾙｰﾑ等細則

推奨

管理組合の実態に合わせて対応を強化！
28
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重要事項説明書への明記

A管理会社の場合・・・

【専有部分用途制限】専ら住宅として使用するものとし他の用途に使用不可。民泊・シェ
アハウス等禁止（管理規約第１２条、使用細則第２条）

B管理会社の場合・・・

【専有部分使用規制】用途に制限あり、専ら住宅として使用するものとし、他の用途に供
してはならない旨、管理規約に定めあり。【備考】民泊およびシェアハウスでの利用禁止

重要事項説明書とは不動産売買契約の
前に物件の内容や取引条件について

売買の判断とするために説明しなければ
ならない事項を記載した説明書で宅建業
法で義務付けられている。



「専有部分の使用に関する」細則

●不特定者への鍵の授受の禁止

●不特定者へのメールボックス等の暗証番号通知禁止

●共用部分へのｷｰﾎﾞｯｸｽ設置禁止と無条件で取り外し

●玄関扉錠の形状変更、追加の場合は管理組合の承認

●共用部分での屯（たむろ）、長時間独占使用禁止

●非常通報装置誤作動等の場合の賠償請求

規約では埋めきれない隙間をガード！

30



日常管理での監視は誰がするの・・・？

管理会社

管理組合

組合員
(居住者）

巡回による
不審者チェック

規約・ルール

不審者の通報

31

三者一体となった協力体制が重要！

賃貸の場合
の貸主

転貸禁止特約活用
情報共有等協力

四



標識の有無確認

32

6月15日以降

「届出住宅ごとに公衆の

見やすい場所に標識を

掲げなければならない。」

➡標識がない所：ヤミ民泊の可能性が高い

例外：旅館業法「簡易宿所」としての運営

ヤミ民泊の疑いで

保健所に通報

ｲﾒｰｼﾞ

➡標識がある所：管理者の連絡先表示あり 管理者に連絡



33

民泊ポータル
サイトでの
呼びかけ
国土交通省



保健所の対応は・・・

①通報を受け、事業者へ確認

34

「旅館業はしていませんか・・・？」

②「していません。トモダチを泊めただけ」

「・・・」

言い逃れでき
ない様にする
ためには・・・

管理組合からの情報提供が有効！



35

リスティングのURLをご入力

いただいた場合には、追って

弊社からご連絡します。所在

地のみですと折り返しご連絡

はできないのですが、先方の

ホスト様に申し伝える方向で

努めさせていただきます。

A
irb

n
b

が
最
近
始
め
た

苦
情
受
付
サ
イ
ト

サイトが特定できなければ対応しないの？



違法民泊対策は、日常管理が重要

・不審者情報の吸い上げと記録

・合法民泊かヤミ民泊かの見極め（標識の確認）

・民泊事実の特定のための情報提供と証拠確保

・行政機関との連携（保健所、警察署、消防署、税務署）

・毅然とした禁止通知（繰り返し）

36

一つ一つ包囲網を狭め、追い詰めていく！



違法民泊の特定に有効な情報提供

・マンション住民の不審者目撃情報

・管理員室での人の出入りの記録

・トラブル情報の提供

・賃借人（または管理会社）情報の提供

※保健所で把握できるのは登記簿から所有者情報のみ

37

居住施設への不特定多数出入りの事実



出入りしたのは・・・

38

トモダチ
シンセキ

セイソー
イン

民泊の事実を認めない（シラを切る）民泊事業者

民泊していることを認めない事業者がいる
ヤミ民泊の場合

住んでいるのは自分だけ
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１．防犯カメラの活用
居住施設に日々、不特定多数が入れ替わるのは不自然

２．インターネット上でココと

おぼしきサイトを探し出す！

３．利用者への聞き込み

４．直接申込みして領収書等を取得する【揺るぎない証拠】

証拠を積み上げ、保健所等との連携が有効！

こんな
悪質事業者への対応方法 防犯カメラ運用細則等

での根拠づけ

記録映像の閲覧できるのは
①犯罪行為・汚損・棄損行為発生
②予防措置を講じる必要が高い
③組合員等が警察に届出
④規約等に違反し、共同の利益
に反する又はその疑いがある



ヤミ民泊の特定

・宿泊者・事業者目線での追跡（連想）

・IT機能を駆使して物件の推定

・複数情報の付け合わせで完全特定

※不動産仲介情報・リフォーム情報・・・

40

諦めずに根気強く追跡！

ネット上での検索をわざと難しくしている！
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マンションの近隣の物件を開いて確認
➡グレードと金額は一つの目安 「airbnb」ＷＥＢサイトより
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旅館業法違反行為への指導
住宅宿泊事業法違反行為指導

旅館業法違反告発
住宅宿泊事業法違反告発

消防法の観点での指導
※専有部分の立入は難しい

所得税法違反（収入の申告）
※他の行政とは独立した機関

行政機関への
通報と連携

警察署

保健所

消防署

税務署
違法事業者への

プレッシャー！
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フェイスブック
掲示版

パックツアー
ボランティア宿泊

・・・

仲介サイトでの募集

民泊の特定が難しくなっている！

ヤミ民泊の傾向

巧妙化
潜在化
悪質化

中国語・・・

仲介業者は観光庁長官の
登録を受けなければならない。

（住宅宿泊事業法４６条）



事業者が海外の所有者の場合

44

相手が海外だから

と言って諦めること

はない！

●所有者が海外在住

●仲介サイトも海外

※実質監視不可

狙いどころは・・・

➡不動産管理会社（国内）

賃貸管理/運用指南

宅建業登録業者で

あれば、そうそう法律に

反することはやれない！



●改正されると・・・

・無許可営業者への報告、立入検査、質問権限

・無許可営業者への罰金上限を100万円に引き上げ

・検査拒否、虚偽答弁等罰金上限50万円に引き上げ

・懲役との併科/ホテル・旅館の区分見直しによる統合

45

2018年
6月15日施行

保健所がどの程度機能できるのか・・・？

懲役６か月
以下または

３万円以下
の罰金

（昭和23年制定）

現行法

ヤミ民泊を蔓延らす現在の罰則
～旅館業法～



良好な居住環境維持のためには・・・？

ヤミ民泊の摘発・排除が不可欠！

住宅宿泊事業法
制定

旅館業法改正
適正
化

46

ヤミ民泊への
規制

新法事業者への

規制
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自治体の動向

■条例による住宅宿泊事業の制限

住宅宿泊事業法18条

都道府県（保健所設置市区等）は住宅宿泊事業に起因する騒音の
発生その他の事象による生活環境の悪化を防止するため、必要が
ある時は、合理的に必要と認められる限度において政令で定める
基準に従い条例で定めるところにより、区域を定めて、住宅宿泊事
業を実施する期間を制限することができる。

全国一律ではなく地域の事情を反映するため制限
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自治体の動向
地区 主な制限内容 住居専用地域等の

営業可能日

新宿区 住居専用地域での平日制限（月～木【除く祝日】） 近隣への書面通知 金土日祝のみ

千代田区 全域で管理者不在型不可。（駆け付け管理者要件あり。）
文教地区、学校周辺の家主居住型、家主不在型で制限

金土のみ

中央区 全域で区域に関わらず平日制限。 土日祝のみ

港区 住居専用地域と文教地区の「家主不在型」に制限期間
春季3/20～4/10、夏期7/10～8/31、冬期12/20～1/10

春・夏・冬季間

世田谷区 住居専用地域での平日制限（月～金【除く祝日】） 土日祝のみ

中野区 住居専用地域での平日制限（月～木）対面本人確認/家主不在は説明会 金土日祝のみ

台東区 全域で家主不在型の平日制限。家主居住、管理者常駐制限なし 土日祝のみ

目黒区 全域での平日制限（月～木【除く祝日】） 金土のみ

北海道 住居専用地域での制限（月～金【除く祝日】）/学校近隣 土日祝のみ

京都市 住居専用地域での制限（1月～2月の60日以外は不可） 1～2月期のみ

各自治体で異なる独自の制限
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条例による住宅宿泊事業の制限とは・・・

■条例は区域を定めて期間を制限するもの。

■条例で民泊をゼロに制限できるものではない。

■条例は住宅宿泊事業を営む者に対する制限。

■管理組合は規約で民泊を禁止するのであれば、条例の有無や

内容にとらわれる必要はない。

■規約で禁止しない場合でも一定の制限効果があるが、

日数制限だけでは民泊不安の解消には限界がある。

民泊禁止なら規約の改定が望ましい
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既に国の民泊受け入れ態勢は整ったが・・・

民
泊
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
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事業届出数232件（4月15日現在）

「事業者は現在、継続か廃業か、住宅宿泊
事業法か、旅館業法かいろいろ考えている
ところで、今後いろいろと動きが出てくる。」

届出は、と言うと・・・？



住宅宿泊事業法の今・・・

●今後の可能性

管理組合として油断は禁物？

52

想定①廃業 （6/14まで稼いだうえで事業から撤退 ）

想定②間際の駆け込み届出（6/14まで違法で稼いだうえで届出）

想定③現在のまま継続 （違法性認識したうえでバレるまで継続）

想定④ 旅館業法緩和/住宅宿泊事業法緩和



ヤミ民泊が継続すると考える根拠（１）

●仲介サイトへの届出番号掲載義務化

●違法物件掲載中止要請（観光庁）

●届出番号なし物件の掲載削除（airbnb公約）

※但し、届出番号のチェックはせず

➡無効な番号のまま掲載される可能性も

53
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ヤミ民泊が継続すると考える根拠（２）

予約済 予約可

施行後も予約
を取り続け、
違法民泊を

止める気配
なし！

確信犯的に継続する違法事業者！

ホスト都合の
キャンセル場合,
ペナルティあり

予約カレンダー
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ヤミ民泊が継続すると考える根拠（３）

事
実
の
照
会
（お
伺
い
）

確
定
証
拠
収
集

事
実
確
認

違
法
事
業
停
止
指
導
①

有
罪
判
決

起
訴

罰金が確定するまでの長さ。続けられる限りやってしまえ！

指導 警察介入

警
察
へ
の
告
発

裁判所

違
法
民
泊
の
通
報

100万円

以下の

罰金

違
法
事
業
停
止
指
導
②



管理組合がするべきこと

●日常管理での不審者のチェック

※人相ではなく、家族連れの旅行者も対象

●行政機関との緊密な情報連携

●発見時の毅然とした対応

手間はかかるが一つ一つ地道に対応するしかない！

56

ヤミ民泊が継続
するとして
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旅館業法（施行令）の緩和

「簡易宿所」
・最低面積の緩和

・フロント設置義務
の廃止

・最低客室数制限
廃止（１室から可）
・便所設置基準の
緩和（男女別不要）

・ﾌﾛﾝﾄ設置基準緩和
（ICT機能で代替可）

フロント設置義務
の廃止・・・？

２０１６年４月 ２０１８年６月 今後・・・

旅館業法施行条例（地方自治体）

・フロント設置義務あり：千代田、台東、世田谷…

・営業従事者の常駐 ：千代田、台東、荒川…

・・・？
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住宅宿泊事業法の緩和は・・・？

２０１６年

６泊７日
現在

１８０日

２泊３日特区民泊

新法民泊

現在

付則第４条：施行後３年経過で見直し

？２００

２４０

３００
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新法
民泊

特区
民泊

旅館
業法

民泊

これからの注目は・・・？

通年営業
できる強み！
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旅館業法（簡易宿所）に要注意！
現在 今後・・・

旅館業法施行条例（地方自治体）

・フロント設置義務あり：千代田、台東、世田谷…

旅館業法施行条例（地方自治体）

・フロント設置義務なし：港、品川、目黒、中野…
・フロント代替設備の緩和（ICT機能代替)：中央…

旅館業法
民泊参入
の可能性
あり！



民泊ビジネスは成功するのか・・・？

180日制限

61

●トラブルが多いのは「家主不在型」民泊

近隣
ﾄﾗﾌﾞﾙ

リスクが
大きい！条例制限



合法民泊の損益分岐点は

稼働率45％

家賃75千円,宿泊料8千円
管理代行手数料(売上の20％)
税/その他(売上の10％)

民泊だけでの収益（賃借しての民泊試算）

住宅宿泊事業だけでの合法的採算は厳しい！
62

１８０日
３６５日

４９％

Ａｉｒｂｎｂ平均稼働率

５８％



民泊ビジネスは成功するのか・・・？

●リゾートマンションは・・・？

受け入れられるパターン（想定される事例）
・宿泊者が居住者より圧倒的に多い
・売買価格低迷で資産価値が低落傾向
・空室があって管理費等の未収が発生

63



リゾートマンション
採算性は・・・？

●滞納管理費等
●高額な管理費､修繕積立金等
●温泉利用権料
●管理業者への手数料
●固定資産税その他諸経費
●バブル期竣工物件の高経年化

64

近隣物件との

競合

稼働率

新規参入ならリスク
が大きい！

管理規約



民泊ビジネスは成功するのか・・・？

●もし家主が利用者（ゲスト）を上手に管理できる
タイプならば…

家主居住型（想定される事例）
・ホームステイでの受け入れ
・子供の巣立った老夫婦世帯（老後の生きがい）

65



４ＬＤＫ 86.2㎡の場合

入口

66

家主居住型
での共存は
可能か？この部分を

個室貸しで
民泊活用



管理組合独自のルールを守れるならば…

●使い方のルール説明が徹底できること
●ゴミ出しはホストまたは管理会社で対応
●騒音対策はしっかり
●居住するホストが責任を持った苦情対応
●できれば管理組合への届出制（許可制）

67

迷惑をかけずに共存するための

管理ルール化と徹底が前提！

家主居住型



容認の場合の管理規約案

68

（専有部分の用途）
第１２条 区分所有者等は、その専有部分を専ら住宅として使用するものとし、他の
用途に供してはならない。
２ 区分所有者は、その専有部分を住宅宿泊事業法第3条第1項の届出を行って営
む同法第2条3項の住宅宿泊事業（同法第11条第1項2号に該当しないもので、住宅
宿泊事業者が生活の本拠として使用する専有部分と同法第2条第5項の届出住宅
が同一の場合に限る。）に使用することができる。【標準管理規約より】

３ 区分所有者は、前項に定める住宅宿泊事業として使用する場合には、
事業開始の●日前までに管理組合の承認を受けなければならない。

管理組合として明確に管理できるようにする

追加



69

民
泊
は
確
実
に
社
会
に

浸
透
・
定
着
し
て
い
く



●メールボックス・宅配ボックス等

●管理会社による現地手渡し

●管理会社オフィスでの授受

●コンビニなどでの授受

日々進化する民泊周辺ﾋﾞｼﾞﾈｽ
合法化の後押しで拡大中！

70

鍵の授受方法



●シンガポール：最低日数違反で罰金

６万Sin💲円換算４９０万円！

●シンガポール：民泊営業するには５分の４以上賛成必要！

●ロサンゼルス：家主不在型民泊の全面禁止条例の動き

拡大する中にも、様々な規制あり。
日本での今後の動向に注視すべし！

71

海外での民泊の最新動向



住宅宿泊事業法提出の目的（理由）…

「我が国における観光旅客の宿泊をめぐる状況に鑑み、住宅宿泊

事業を営む者に係る届出制度並びに住宅宿泊管理業を営む者及
び住宅宿泊仲介業を営む者に係る登録制度等の措置を講ずること
により、これらの事業を営む者の業務の適正な運営を確保しつつ、
国内外からの観光旅客の宿泊に対する需要に的確に対応してこれ
らの者の来訪及び滞在を促進し、もって国民生活の安定向上及び
国民経済の発展に寄与する必要がある。これがこの法律を提出す
る目的（理由）である。」 【住宅宿泊事業法１条、付帯条項】

72

居住者の利益よりも公共の利益を優先？

だとしても、管理組合は居住環境を守ること！



民泊問題を考えるうえでのポイント

73

管理組合と区分所有者の連携が重要！

●民泊が入ってから慌ててもどうしようもない（民泊トラブル例）

●特に家主不在型民泊はトラブル可能性大！

●住宅宿泊事業法だけの対応では不十分！

●規約を改定して終わりではない！

●日常管理で常にウォッチすること！

●自分のマンション（資産価値）は自分で

守るしかない！

未対応, 
19.1

規約で禁止, 
44.6

総会理事

会決議で

禁止, 35.9

民泊容認, 
0.3

マンション管理業
協会調査

まとめ



民泊制度が浸透する中で、

良好な居住環境と資産価値を

守るのはあなたです！

民泊問題でお困りごとがあればご相談ください。

mankanken@kpa.biglobe.ne.jp
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《MEMO》
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《MEMO》


